
 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染に係わる 
つくば市長に対する意見書への回答 

 

新型コロナウイルス感染の長期化は、感

染への恐怖と自粛生活による精神的・身体

的な不安定化を招いているだけでなく、経

済活動の停滞に伴う減収・減益が深刻化し、

生活と経営を危機的な状況へと落とし込め

ています。休校措置の長期化も児童・生徒 

の生活と学習等に大きな不安を作り出して

います。 

5月 15日に大井川和彦茨城県知事が記者

会見し、新型コロナウイルス感染対策の緩

和措置が説明され、新たなＰＣＲ検査体制

や、医療体制、県独自の経済対策等が明ら

かにされました。 

つくば市も「食の支援」「新型コロナウイ

ルス感染症患者受け入れのためのつくば市

公共施設の提供について」「新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けている事業者等へ

の支援 緊急経済対策」（本市独自事業）な 

ど公表し、きめ細かな支援策を打ち出して

いることに、敬意を表するものです。 

そこで、さらに感染症対策を前進させる

ために、つくば市長に対し、市民の目線か

ら以下の事項を要望するものです。 

要望・回答  

要望（１）一般外来との分離を厳格にした

発熱外来を整備し、体調に異変を感

じ医師が必要と認めるすべての人

に即時のＰＣＲ検査ができるよう、

市内にドライブスルー型あるいは

ウォークスルー型等を含む検査場

を整備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答（１）厚生労働省では、帰国者・接触

者外来患者の増加及び外来対応能力

の向上に対応するための解決策の一

つとして、都道府県等から地域委の

医師会に対し、PCR検査を集中的に

実施する機関（地域外来・検査セン

ター）の運営を委託することを可能

としています。「地域外来・検査セン

ター」の設置について、茨城県がつ

くば市医師会と協議を行ったところ、

現時点では、市内の筑波メディカル

センター病院においてドライブスル

ー型の PCR検査を実施していること

もあり、検査実施後、概ね 24時間以

内に検査結果を把握することができ

ているため、実施体制が切迫してい

る状況はないことから、今後の感染

拡大動向を注視して検討する方針で

あるとのことです。なお、ドライブ

スルー型を含む PCR検査場の設置に

関する御要望については、PCR検査

の実施主体である茨城県に申し伝え

いたします。 
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要望（２）軽症・無症状の患者の分離療養

を保障するとともに、重症患者の療

養能力（特にＩＣＵＥＣＭＯ等）を

増強すること。 

回答（２）茨城県は、新型コロナウイルス

感染症患者の入院調整を実施すると

ともに、軽症・無症状患者の宿泊療

養施設への入所を推進することで、

分離療法を実施しています。加えて、

今後の感染者数の動向によって、症

度別の病棟数を調整することです。 

また、茨城県は、各医療機関に感染

症予防医療法施行事業での EMO等の

医療機器購入補助制度の活用につい

て周知し、重症患者の療養能力を強

化しているところです。 

要望（３）労働者の収入と企業の経営を安

定化させるため、雇用調整助成金制

度の相談窓口を設置し、普及宣伝を

強めること。 

回答（３）雇用調整助成金制度に関するこ

とをはじめ、中小企業や小規模事業

所、個人事業主方の相談には、産業

振興課において職員が対応していま

す。さらに、社会保険労務士による

予約制の個別相談会を 4月から月に

一回ペースで開催しています。また、

制度の周知については、相談内容に

応じて、相談窓口や申請方法を御案

内するとともに、市ホームページに

も再新の情に報を掲載し、普及宣伝、

に努めています。特に、雇用調整助

成金については、茨城労働局もしく

は土浦ハローワークが計画届の提出

や支給申請の窓口となりますが、窓

口への持参だけでなく、郵送やオン

ラインでの提出も可能となったこと

を御案内しています。 

要望（４）約半数が生計費 3カ月未満の貯

蓄しかないといわれる、ひとり親世

帯を支援するために、臨時応援金と

して、３万円を支給すること。 

回答（４）市では、新型コロナウイルス感

染拡大の影響を受け、生活にお困り

の子育て世帯への支援として、児童

扶養手当を自給している世帯及び就

学援助受給世帯を対象に、一世帯に

3万円を支給する「子育て世帯応援

給付金を実施する予定です。 

要望（５）失業・休業・廃業した方、内定

取消の大学生等を対象に、市職員の

追加募集を行うこと。 

回答（５）新型コロナウイルス感染病の影

響による雇用情勢の急激な悪化を受

け、内定を取り消された方や退職を

余儀無くされた方等への支援を目的

とした緊急的な雇用対策として、任

期付職員の募集を行います。併せて、

主に事務補助等を行う会計年度任用

職員につ。いても随時募集をする余

生です 

要望（６）コロナ対策融資に関し、より借

りやすく返しやすくするために、国

や県の融資で無利子・無担保になっ

ていない部分を補填すること。  

以上 

回答（６）新型コロナウイルス感染病対策

融資については、日本政策金融公庫

の「新型コロナウイルス感染病特別

貸付」、商工）新型コロナウイルス

感染病対策融資中金の「危機対応融

資」、茨城県の「新型コロナウイル

ス感染病対策融資」など、利子補給

制度との併用により、実質的に無利

子・無担保融資が実施されています。

これらの融資制度は、既往債務の借

換も実質無利子の対象となること

から、多くの事業所等がすでに利用

していることと存じますが、引く続

き、制度の周知を徹底していきます。 


